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基本計画部会第１ワーキンググループ意見書（案） 

 
 

平成 22年○月○日 
第１ワーキンググループ座長 深尾 京司 

 
平成 21 年度統計法施行状況報告のうち、経済統計・国民経済計算・ビジネスレ

ジスター関連部分について検討した結果は以下のとおりである。 
 
 
１ 検討内容 

（１）経済統計・国民経済計算・ビジネスレジスター関連部分のうち、基本計画で

示されたスケジュール等を勘案して、本年度に意見を示すべきと判断し、重点

的に議論を進めることとした課題は次の３点とした。 
  ①「「産業関連統計の体系的整備」に関する考え方」で示された今後の対応 

②国民経済計算の整備と一次統計等との連携強化（年次・四半期推計に関する

諸課題、統計リソースの確保及び配分の在り方並びに有効活用） 
③ビジネスレジスター（事業所母集団データベース）の構築・利活用 

 
（２）各課題については、関係府省に対するヒアリングや有識者からの意見聴取等

を実施することにより、各府省における基本計画への取組状況を踏まえた改善

点などの論点を抽出した上で、それぞれの論点について、取組の方向や検討事

項等の明確化を行った。 
 
 
２ 意見 

（１）審議の結果、当ワーキンググループでは、上記１-(1)-②及び③の２点につい

て意見書を取りまとめることとした（詳細は別添１及び２参照）。 
 
（２）なお、上記１-(1)-①については、関係機関において基本計画に示した方向性

に、概ね沿った形で検討が進められていると判断し、引き続き状況を見守るこ

ととする。 
 

資料２ 
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（別添１） 
 
１ 意見の対象とした施策 

  国民経済計算の整備と一次統計等との連携強化（年次・四半期推計に関する諸

課題、統計リソースの確保及び配分の在り方並びに有効活用） 
 
２ 施策の施行状況 

（１）年次推計に関する諸課題 
   コモディティ・フロー法（以下「コモ法」という。）の推計対象を非市場産出

である自社開発ソフトウェアに拡張、コモ法の中間消費と付加価値法の中間投

入の連動による精度向上等 
（２）四半期推計に関する諸課題 
   リビジョンスタディによる改定要因分析の実施、需要側基礎統計と供給側基

礎統計の誤差処理の検討・導入、需要側推計値と供給側推計値の最適な統合比

率の検討等 
（３）統計リソースの確保及び配分の在り方並びに有効活用 
   研究者や中核的職員の集中的投入による経済センサス導入に伴う推計方法の

見直し等の取組強化、業務の効率化等に向けたプログラム開発等 
 
３ 施策の施行状況を取り巻く現状と課題 

（１）国民経済計算は、経済・社会に関する基本的な統計として、公的統計の根幹

をなしているものであり、国の基本政策の立案及び決定に当たっての基礎資料

となるほか、国際比較上重要な位置付けがなされているため、国際基準に準拠

しつつ、精度を向上するための不断の取組が求められる。 
（２）国民経済計算の精度の向上については、大別すると推計の基となる一次統計

に関する課題と推計方法に関する課題があり、それぞれについて適時・適切に

対応することが重要である。 
（３）一次統計に関する課題は、関係府省の協力を得て検討を進めているところで

ある。また、推計方法・システムは、国民経済計算に関するあらゆるデータを

算出するための基盤となるものであるが、現行のシステムは、長期にわたり部

分改修を行いながら運用しており、システム全体の整合性等をチェックするこ

と等を効率的に行うことができず多大の時間を要する状況となっているため、

それを改善していくことが基本計画に掲げられた事項を適切に解決する上で、

不可欠の課題となっている。 
 
４ 取り組むべき統計整備の方向性 

上記のような状況からみて、基本計画に掲げられた事項を解決するためには、

現行の推計方法・システムの部分的な改変ではなく、コモ法の拡充、三面推計に
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よる精度向上、９３ＳＮＡの改定（２００８ＳＮＡ）への対応等を視野に入れた

新しい推計方法の確立・システムの構築を図り、基本計画の実現に向けた取組を

推進することが重要である。とりわけ、平成 28 年度に予定されている経済セン
サス－活動調査の実施までに推計方法を確立することとされている年次推計につ

いては、早急に対応することが不可欠である。このため、内閣府は、以下の取組

を実施すべきである。 
（１）新しい年次推計方法等の確立とシステムの構築に関する具体的な工程表を平

成 22 年度中に策定する。工程表には、基本計画に定められた諸課題との関係
を明記し、課題達成に着実に取り組む。また工程表には推計の基となる一次統

計に関する包括的な課題の提示を含むこととする。なお、内閣府は一次統計の

課題への対応促進のため、当該府省等との連携を強化する。 
（２）推計方法の抜本的見直しや、新しいシステムの構築等を促進するため、研究

者や中核的職員、高い知見を有する出向者で構成される責任体制の明確なプロ

ジェクトチームで対応することとする。   
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（別添２） 
 
１ 意見の対象とした施策 

  ビジネスレジスター（事業所母集団データベース）の構築・利活用 
 
２ 施策の施行状況 

ビジネスレジスターの構築に向けた取組を実施 
（１）統計データ・行政記録の収録 

関係省庁をメンバーとする「事業所母集団データベースの活用等に関する検

討会議」を開催し、各種統計調査結果の収録方法や登記情報、労働保険データ、

EDINET情報等の収録方法等について検討中。 
（２）データベースシステムの拡充等 

民間有識者を構成員とする「事業所母集団データベース研究会」を開催し、

諸外国のビジネスレジスターについて情報収集・分析するとともに、データ登

録等が容易になるような業務フローの見直し等を実施中。 
 
３ 施策の施行状況を取り巻く現状と課題 

（１）ビジネスレジスターは、各種統計調査のための母集団情報を提供するととも

に、標本抽出の際に重複是正をすることにより、調査客体の負担軽減にも資す

るものである。また、各種統計調査結果及び行政記録情報を登録することによ

る新たな統計（ビジネスレジスター統計）を作成する機能も有するものである。 
（２）近年、厳しい財政状況が続いており、また、調査環境も引き続き厳しくなる

中で、ビジネスレジスターは、限られた予算の中で高品質の統計を作成するた

めの必須のシステムであり、着実に整備していくことが重要である。 
 
４ 取り組むべき統計整備の方向性 

  総務省は、関係府省等と連携して、基本計画に掲げられた統計データ及び行政

記録のビジネスレジスターへの収録に向けた検討等の取組を引き続き推進する必

要がある。 
その際、総務省は、基盤的・共通的な統計データの収録や、ビジネスレジスタ

ーにおいて使用する共通事業所・企業コードの維持管理方法等に関する検討の結

論を早期に得て、各種統計調査に対する欠損データの補完や、ビジネスレジスタ

ー内の統計データの時系列的整備、各府省の統計データ管理における共通事業

所・企業コードの保持・利活用、調査客体の重複是正等を推進する。 

 


